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※ 全教障教部ニュースより転載しました。 

４月1０日の衆議院本会議を皮切りに、いよいよ給特法改正案の審議が始まる見込みです。文科省は、現在、平均

1.5%支給されている義務特手当を一律0.5%引き下げることにより、学級担任等の傾斜配分などの「処遇改善」の原資

の一部にあてること、義務特手当の学級担任への加算について、特別支援学校および特別支援学級の担任は対象とはし

ないこと、さらに、2026年度以降、特別支援教育にかかわる 「給料の調整額」の削減を検討していることを明らかにしま

した。 

この「給特法改正案」では、教職員の長時間労働解消の施策がないばかりか、195６年から障害のある子どもたちの教育

に携わっている職員に支給されている「給料の調整額」（「教職調整額」のことではありません）の削減がねらわれており、

大幅な「改悪」につながるといえます。 

「給料の調整額」の削減案を撤回させましょう！ 

１．「給料の調整額」とはa  

「給料の調整額」は、特別支援学校・特別支援学級・通級指導教室担当の教員などの他にも、作業療法職員や福

祉施設職員、特殊車両運転手など「職務の複雑、困難若しくは責任の度合又は勤務の強度、勤務時間、勤務環境そ

の他の勤務条件」が著しく特殊な職員に支給されているものです。これは給料の一部であり、「教職調整額」やボ

ーナスにはねかえるだけでなく、退職金や年金算定の基礎になります。 

２．「給料の調整額」の始まりと主旨a 

1956年（昭和 31年）から「心身の障害を持つ児童・生徒の教育をつかさどる、勤務の特殊性を考慮」して支給。

当時は本給の４％でした。 

３．2007年頃2013年頃の中教審の議論、「行政改革」の名のもとに削減されてきたa 

2007年、2013年当時「行革」の名のもと攻撃され、全国各地で削減反対の闘いを展開しましたが、全廃や削

減が強行され、今は給与額に関係なく一律の定額を対象者に支給している自治体が多いのが現状です（本給）。 

４.「給特法改正案」で「給料の調整額」の削減が検討されてることが明らかに！ 

中教審「質の高い教師の確保特別部会」においても、通常学級にも障害のある子どもたちが在籍していることか

ら、特別支援教育関連の教職員にのみの支給は不均等という理由で、この「給料の調整額」の見直しについて言及

されてきました。 

５.障害の重度化・多様化で求められる専門性は高まるばかり。「給料の調整額」を削減する合理的理由はない！  

特別支援学校では、教職員の腰痛・頸肩腕障害、妊娠障害などの罹患が多く発生し、「職務の複雑、責任、勤務の強度、
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勤務環境」などの著しい困難を示す事例に事欠きません。 

特別支援学級においても、全国的に障害の重度・重複化、多様化がすすみ、障害種別も年齢も発達段階も異なる最大８

名の子どもたちの指導をたった一人の担任の努力に求めている学校は急増しています。通級指導担当は、年々増える子ど

もたちの指導に、放課後まで指導時間にあてているほど過酷な労働環境です。  

さらに国の「特別支援教育」により、通常学級に在籍する様々なニーズを持つ子どもたちへの指導、援助などが、定数

配置のないまま特別支援学校の責務とされ（学校教育法７４条）たために、特別支援学校の教員定数を削って（本来子ど

もたちの担任となる教員を減らして）コーディネーターを配置し、地域支援や小・中学校・高校などの特別支援教育の支

援をおこない、特別支援教育のセンター的機能を担っています。 

医ケアの子どもたちも増え、障害の重度・重複化の中で教職員に求められる専門性は一層増大し、子どものいのちの

安全に関わるなど、職務は重くなってきています。「給料の調整額」を削減する合理的理由はありません。「不均衡」をい

うのであれば、通常学級で障害のある子どもたちの指導にあたっている教員にも同様に「給料の調整

額」の名目のまま支給することが、整合性ある対応といえます。 

６.「学級担任手当」においても、特別支援学校と特別支援学級の担任には支給しないという a 

きわめて差別的な処遇がおこなわれようとしています！ 
さらに義務特手当の学級担任への加算について月3,000円程度が想定されていますが、この学級担任手当におい

ても、特別支援学校および特別支援学級の担任は対象にしないというのが「給特法改正案」の立場です。このよう

に職場を分断する「学級担任手当」等の傾斜配分導入には反対します！ 

 私たちは「主務教諭」という「新たな職」を創設しないこと、義務教育等教員特別手当の学級担任など一部の教

員への傾斜配分はしないこと、「給料の調整額」を削減しないことを求めます。 

 

■教育研究者が呼びかけている「教員  

の『働かせ放題』 『やりがい搾取』を  

解決しない、政府案の給特法“改正” 

案に私たちは反対します!」 オンライ 

ン署名に緊急にとりくみます。 

＊オンライン署名は4月14日 (月)の   

週の前半に提出の予定です。 

＊4月11日集約を目標に、とりくみを  

広げましょう。 
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六文銭 

2025/05/ 01 

＜私たちの要求＞ 

「国の責任による小・中学校、高校での 35 人以下学級実現」「義務標準法、高校標準法改正による教職員

の大幅増員」「特別支援学校の教室不足の解消による教育・労働環境の改善」です。 

【お詫びと削除】先週号の『5月 3日，78回目の憲法記念日～憲法を前へ～』の投稿文中の『湯川秀樹は日本学術会議初代の 

副会長です』は誤りです。削除してお詫びします。自分の半端な知識を恥じるのみです。ただ元学術会議会長で京都大学の 

山極壽一氏は「日本学術会議は発足当初から湯川と共に歩いてきた」と記しています。                     （ 本間 英次 ） 

 


